
規 則

�愛媛県規則第４３号
住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。
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住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則

住民基本台帳法施行細則（平成１４年愛媛県規則第５２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………………（市町振興課）…１０１０

告 示

○ 大規模小売店舗の新設の届出の概要等………………………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…１０１２

○ 地籍調査事業計画の公表……………………………………………………………………………………………………………………………………（農政課）…１０１３

○ 肥料登録有効期間の更新………………………………………………………………………………………………………………………………（農産園芸課）…１０１３

○ 農用地利用配分計画の認可申請…………………………………………………………………………………………（農産園芸課担い手・農地保全対策室）…１０１３

○ 保安林の指定施業要件を変更する旨の通知に係る掲示……………………………………………………………………………………………（森林整備課）…１０１３

○ 同意の成立（特定養殖共済）………………………………………………………………………………………………………………………………（漁政課）…１０１５

○ 漁業の許可又は起業の認可の申請期間……………………………………………………………………………………………………………………（水産課）…１０１５

○ 公聴会の開催（３件）…………………………………………………………………………………………………………………………………（都市計画課）…１０１５

○ 委任した指定構造計算適合性判定機関の住所の変更………………………………………………………………………………………………（建築住宅課）…１０１６

○ 委任した指定構造計算適合性判定機関の構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地の変更（２件）………………………………（ 〃 ）…１０１６

○ 建築士の免許の取消し…………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１０１７

○ 落札者等の告示………………………………………………………………………………………………………………………………………………（会計課）…１０１７

○ 指定居宅サービス事業者の指定…………………………………………………………………………………………………………（東予地方局地域福祉課）…１０１７

○ 指定介護予防サービス事業者の指定（２件）…………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１０１８

○ 指定障害福祉サービス事業の廃止………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１０１８

○ 開発行為に関する工事の完了……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…１０１８

訓 令

○ 愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令………………………………………………………………………………………………………（市町振興課）…１０１８

公 告

○ 技能検定の合格者………………………………………………………………………………………………………………………………………（労政雇用課）…１０２０

○ 土地（埋立地）の売払い………………………………………………………………………………………………………………………………（港湾海岸課）…１０２７

監 査 公 表

○ 定期監査結果の公表……………………………………………………………………………………………………………………………………（監査事務局）…１０２８

人事委員会告示

○ 愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報の一部改正………………（人事委員会事務局）…１０３６

選挙管理委員会告示

○ 政治団体の収支報告書の要旨の公表の一部訂正………………………………………………………………………………………………（選挙管理委員会）…１０３６

公営企業告示

○ 愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報の一部改正…………（公営企業管理局総務課）…１０３８

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

毎週（火・金）曜日発行 第２７１２号 平成２７年１０月２日

平成２７年１０月２日金曜日 第２７１２号

愛 媛 県 報

１０１０



改 正 後 改 正 前

（身分証明書）

第２条 法第３０条の３９第２項 に規定する職員

の身分を示す証明書は、身分証明書（様式第１号）とする。

（本人確認情報の開示手続）

第３条 法第３０条の３２第１項の規定に基づく自己に係る本人確認情

報の開示の請求（以下「開示請求」という。）は、本人確認情報

開示請求書（様式第２号）により行わなければならない。

２・３ 省略

４ 法第３０条の３２第２項ただし書の規定に基づく書面以外の方法に

よる本人確認情報の開示は、本人確認情報が表示されたディスプ

レイの画面を閲覧させることにより行うものとする。

（開示期限の延長の通知）

第４条 法第３０条の３３第２項の規定に基づく通知は、本人確認情報

開示期限延長通知書（様式第３号）により行うものとする。

（本人確認情報の訂正等の申出）

第５条 法第３０条の３５の規定による本人確認情報の内容の全部又は

一部の訂正、追加又は削除の申出（以下「本人確認情報の訂正等

の申出」という。）は、本人確認情報訂正（追加、削除）申出書

（様式第４号）により行わなければならない。

２ 省略

３ 法第３０条の３５の規定に基づく通知は、本人確認情報調査結果通

知書（様式第５号）により行うものとする。

（区域内の市町の執行機関等への本人確認情報の提供方法）

第６条 条例第３条の都道府県知事保存本人確認情報の区域内の市

町の執行機関への提供方法及び条例第６条の都道府県知事保存本

人確認情報の知事以外の執行機関への提供方法は、電気通信回線

を通じた送信又は磁気ディスクの送付の方法並びに磁気ディスク

への記録及びその保存の方法に関する技術的基準（平成１４年６月

総務省告示第３３４号）に定めるところにより、電気通信回線を通

じて電子計算機に送信する方法とする。

様式第１号（第２条関係） 身分証明書

（表）

（身分証明書）

第２条 法第３０条の２３第３項及び第３４条の２第２項に規定する職員

の身分を示す証明書は、身分証明書（様式第１号）とする。

（本人確認情報の開示手続）

第３条 法第３０条の３７第１項の規定に基づく自己に係る本人確認情

報の開示の請求（以下「開示請求」という。）は、本人確認情報

開示請求書（様式第２号）により行わなければならない。

２・３ 省略

４ 法第３０条の３７第２項ただし書の規定に基づく書面以外の方法に

よる本人確認情報の開示は、本人確認情報が表示されたディスプ

レイの画面を閲覧させることにより行うものとする。

（開示期限の延長の通知）

第４条 法第３０条の３８第２項の規定に基づく通知は、本人確認情報

開示期限延長通知書（様式第３号）により行うものとする。

（本人確認情報の訂正等の申出）

第５条 法第３０条の４０の規定による本人確認情報の内容の全部又は

一部の訂正、追加又は削除の申出（以下「本人確認情報の訂正等

の申出」という。）は、本人確認情報訂正（追加、削除）申出書

（様式第４号）により行わなければならない。

２ 省略

３ 法第３０条の４０の規定に基づく通知は、本人確認情報調査結果通

知書（様式第５号）により行うものとする。

（区域内の市町の執行機関等への本人確認情報の提供方法）

第６条 条例第３条の保存期間に係る本人確認情報 の区域内の市

町の執行機関への提供方法及び条例第６条の保存期間に係る本人

確認情報 の知事以外の執行機関への提供方法は、電気通信回線

を通じた送信又は磁気ディスクの送付の方法並びに磁気ディスク

への記録及びその保存の方法に関する技術的基準（平成１４年６月

総務省告示第３３４号）に定めるところにより、電気通信回線を通

じて電子計算機に送信する方法とする。

様式第１号（第２条関係） 身分証明書

（表）

省略

上記の者は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０

条の３９第１項 の規定による立入検査を

行う職員であることを証明する。

省略

省略

上記の者は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０

条の２３第２項（第３４条の２第１項）の規定による立入検査を

行う職員であることを証明する。

省略

（裏） （裏）

住民基本台帳法（抜粋） 住民基本台帳法（抜粋）

（報告及び立入検査）

第３０条の２３ 省略

２ 委任都道府県知事は、その行わせることとした本人確認

情報処理事務の適正な実施を確保するため必要があると認

めるときは、指定情報処理機関に対し、当該本人確認情報

処理事務の実施の状況に関し必要な報告を求め、又はその

職員に、当該本人確認情報処理事務を取り扱う指定情報処

理機関の事務所に立ち入り、当該本人確認情報処理事務の

実施の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させる

ことができる。

３ 前２項の規定により立入検査をする職員は、その身分を
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告 示

�愛媛県告示第１１９０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室

並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ケーズデンキ今治店

今治市中寺字久信２７０番地１ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ビッグ・エス

香川県高松市多肥上町１２１０番地

代表取締役 大坂 尚登

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ビッグ・エス

香川県高松市多肥上町１２１０番地

代表取締役 大坂 尚登

� 大規模小売店舗の新設をする日

附 則

この規則は、平成２７年１０月５日から施行する。

（報告及び検査）

第３０条の３９ 都道府県知事は、前条第４項又は第５項

の規定による措置に関し必要があると認めるときは、その

必要と認められる範囲内において、同条第２項又は第３項

の規定に違反していると認めるに足りる相当の理由がある

者に対し、必要な事項に関し報告を求め、又はその職員

に、これらの規定に違反していると認めるに足りる相当の

理由がある者の事務所若しくは事業所に立ち入り、帳簿、

書類その他の物件を検査させることができる。

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示

す証明書を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを

提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のため

に認められたものと解釈してはならない。

第６章 罰則

第４６条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の

罰金に処する。

� 第１１条の２第１１項若しくは第３０条の３９第１項の規定に

よる報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

� 省略

示す証明書を携帯し、関係人の請求があつたときは、これ

を提示しなければならない。

４ 第１項又は第２項の規定による立入検査の権限は、犯罪

捜査のために認められたものと解釈してはならない。

（報告及び検査）

第３４条の２ 都道府県知事は、第３０条の４３第４項又は第５項

の規定による措置に関し必要があると認めるときは、その

必要と認められる範囲内において、同条第２項又は第３項

の規定に違反していると認めるに足りる相当の理由がある

者に対し、必要な事項に関し報告を求め、又はその職員

に、これらの規定に違反していると認めるに足りる相当の

理由がある者の事務所又は 事業所に立ち入り、帳簿、

書類その他の物件を検査させることができる。

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示

す証明書を携帯し、関係人に

提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のため

に認められたものと解釈してはならない。

第６章 罰則

第４７条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の

罰金に処する。

� 第１１条の２第１１項若しくは第３４条の２第１項の規定に

よる報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

� 省略

第４８条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行

為をした指定情報処理機関の役員又は職員は、３０万円以下

の罰金に処する。

� 省略

� 第３０条の２３第１項又は第２項の規定による報告をせ

ず、若しくは虚偽の報告をし、又はこれらの規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。

� 省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 身分証明書の区分に応じ、該当する条文を選択して記載

すること。
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平成２８年５月１５日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

２，４２８平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

９２台

イ 駐輪場の収容台数

４０台

ウ 荷さばき施設の面積

７８平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

４９．５立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後９時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時３０分から午後９時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２７年９月１４日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部

今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月

間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第１１９１号
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の３第２項に規定す

る平成２７年度の事業計画を、平成２７年９月１８日次のとおり定めた。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１９２号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１９３号
農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）

第１８条第１項の規定に基づき、農地中間管理機構公益財団法人えひ

め農林漁業振興機構から農用地利用配分計画の認可申請があった。

当該農用地利用配分計画は、愛媛県農林水産部農業振興局農産園

芸課担い手・農地保全対策室において告示の日から２週間公衆の縦

覧に供する。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

永 井 武 信 愛媛県松山市北梅本
町２８２９番地

愛媛県松山市北梅本
町甲２８８０番ほか１３筆 ７，１５６．４１

日 野 大 成 愛媛県伊予郡砥部町
宮内１０５１番地３

愛媛県伊予郡砥部町
岩谷口７６２番ほか５
筆

１４，５０２

森 岡 芳 文 愛媛県大洲市平野町
野田７７２番地１

愛媛県大洲市平野町
野田１６１番ほか１３筆 ５，０９２

２ 申請年月日

平成２７年９月１１日

�������
�愛媛県告示第１１９４号
保安林の指定施業要件を変更する旨の通知（平成２７年８月愛媛県

告示第１０１１号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるの

で、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通

知の内容を久万高原町役場の掲示場に掲示するとともに、次のとお

りその要旨を告示する。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び不分明又

は所在が不分明である通知の相手方

調査を行う
者 の 名 称 調 査 地 域 調 査 期 間 摘 要

新 居 浜 市 別子山竹ヶ市の一
部 平成２８年３月３１日まで 地籍調査

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成３０
年９月
２５日

愛媛県
第１２４０
号

魚廃物
加工肥
料

５．０魚
廃物加
工肥料

窒素全
量５．０
りん酸
全量
２．８

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
及びそ
の他の
制限事
項は公
定規格
のとお
り

吉田町漁業協同
組合
愛媛県宇和島市
吉田町立間尻甲
４２８番地

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

上浮穴郡久万高原町二名
甲４０５９の１、甲４０５９の２

上浮穴郡久万町大字二名甲３８
２７番地１
友 井 忠 男

森林所有者

上浮穴郡久万高原町二名
乙６０

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
２３５０番地
毘沙門 太 郎

〃
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上浮穴郡久万高原町二名
乙６１、乙６３

上浮穴郡久万町大字二名４３番
戸
永 久 和太郎

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６１

上浮穴郡久万町大字二名甲１１
３１番地
吉 岡 俊 秋

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６１

上浮穴郡久万町大字二名３９番
戸
山 中 丈 観

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６１、乙６３

上浮穴郡久万町大字二名甲９０
０番地
土 居 詩嘉雄

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６１、乙６３

上浮穴郡久万町大字二名甲８９
５番地
久 保 タ カ

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６１

上浮穴郡久万町大字二名甲１４
４番地
中 西 力 蔵

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６１

上浮穴郡久万町大字二名甲８５
８番地
松 岡 クニヨ

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６１

上浮穴郡久万町大字二名甲１１
３９番地
土 居 弥 蔵

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６１

上浮穴郡久万町大字二名３０番
戸
久 保 数 市

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６１、乙６３

上浮穴郡久万町大字二名甲９７
０番地
好 竹 理 順

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６１

上浮穴郡久万町大字二名甲８４
７番地
高 岡 万太郎

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６１、乙６３

上浮穴郡久万町大字二名甲９７
４番地３
谷口 伊三五郎

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６１、乙２６３

上浮穴郡久万町大字二名甲７３
７番地
竹 井 刷 子

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６３

上浮穴郡久万町大字二名甲１１
３９番地１
土 居 弥 蔵

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６３

上浮穴郡久万町大字二名甲１１
３１番地
吉 岡 辰治�

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６３

上浮穴郡久万町大字二名３９番
戸
山 中 義 志

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６３

上浮穴郡久万町大字二名甲８４
９番地
土 居 眞 澄

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６３

上浮穴郡久万町大字二名甲９６
１番地２
大 原 益 晴

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６３

上浮穴郡久万町大字二名１１０
番戸
久 保 数 市

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６３

上浮穴郡久万町大字二名甲８２
０番地
高 岡 万太郎

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙６３

上浮穴郡久万町大字二名甲７３
７番地
竹 井 薫

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１０２の１

上浮穴郡久万町大字久万町１３
８３番地
石 丸 健 一

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２６４

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
８９５番地
久 保 頼 男

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２７０の２

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
８９５番地
久 保 ナツ子

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２７５の２、乙２８４の１

上浮穴郡父二峰村大字二名４１
番戸
竹 内 音 吉

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２７５の２、乙２８４の１

上浮穴郡父二峰村大字二名３８
番戸
竹 内 �太郎

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２７５の２、乙２８４の１

上浮穴郡父二峰村大字二名３１
番戸
竹 中 友太郎

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２７８

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
７３７番地
竹 井 刷 子

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２８４の２

松山市松末一丁目１１番４号

山 下 � 己
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙３２３の１、乙３２３の２

上浮穴郡久万町大字下畑野川
甲３１２番地
日 野 サツキ

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１００２

上浮穴郡父二峰村大字二名１１
１番戸
岡 田 デンヨ

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１０１４、乙１０３１、乙１０３８、
乙１０３９、乙１０５６、乙１１０６

上浮穴郡久万高原町二名甲２１
４６番地
� 岡 イツ子

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１０４２

上浮穴郡久万町大字二名甲２１
２０番地１
一ノ宮 薫

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１０４３

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
２４１番地３
中 田 康 範

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１０５８

上浮穴郡久万町大字二名甲２０
０４番地３
西 村 壽

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１０６９

松山市余戸町１８４３番地８

藤 本 フクヱ
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１０９０

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
２３７９番地
成 野 陟

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１１０２

上浮穴郡久万町大字二名甲１９
７４番地２
川 崎 清 規

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１３４２の１

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
２３４９番地
成 野 陟

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１３４２の３

上浮穴郡久万町大字二名甲２３
４９番地
成 野 陟

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１３４８、乙２２２３

松山市北斎院町１０２１番地

成 本 武 博
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１３５１

上浮穴郡久万町大字二名甲２４
１６番地
石 丸 榮

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１３５３

松山市越智町２１０番地３

林 久 夫
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１３５７の１、乙１３５７の２、
乙１３５７の４、乙１３５７の６

広島県竹原市竹原町３６８７番地
２
石 丸 厚

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１３８１から乙１３８３まで、
乙１３８７、乙２４５６の１、乙
２４５６の２

上浮穴郡久万町大字二名甲２１
２４番地２
土 居 定 義

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１４８８の１、乙１４８８の２、
乙２１３５、乙２１３６の２

北宇和郡松野町大字豊岡３１６０
番地１
石 丸 寿

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１４８８の１、乙１４８８の２、
乙１８５６、乙２１３５、乙２１３６
の２

松山市土居田町５５４番地

石 丸 正 志
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１５９８の２

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
１５１１番地１
竹 内 光 子

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１７０７

高知県高岡郡窪川町北琴平町
８番１６号
上 本 次 勇

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１７１７

福岡縣八幡市大字尾倉１５５８番
地
越 智 實

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１７８１の２

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
３８２４番地２
岡 田 瀧之進

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１７８１の２

上浮穴郡久万町大字二名甲４０
７９番地１
植 田 明

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１７８１の２

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
３８２４番地２
友 井 忠 男

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１７８１の２

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
４２３９番地
大 下 安 則

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１７８４の１

宇和島市寄松甲７２０番地桐田
住宅７号
竹 内 猛 浩

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１７８４の２

宇和島市寄松甲７２０番地桐田
住宅７号
竹 内 陽 子

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１８１１、乙１８１２

大洲市春賀甲１４６２番地３

井 口 泰 充
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１８３４の１、乙２１３３

徳島県板野郡松茂町豊久字豊
久開拓
加 藤 隆 一

〃

愛 媛 県 報平成２７年１０月２日 第２７１２号

１０１４



２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び久万

高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１９５号
次の加入区の特定養殖漁業者の同意は漁業災害補償法（昭和３９年

法律第１５８号）第１２５条の６第１項に規定する要件に適合すると認め

るので、同条第３項において準用する同法第１０５条の２第４項の規

定に基づき、次のとおり公示する。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

のり等養殖業（のり養殖業）

�������
�愛媛県告示第１１９６号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２７年１０月２日から１５日まで

�������
�愛媛県告示第１１９７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条及び愛媛県都市計画

公聴会規則（昭和４５年愛媛県規則第１号）第２条の規定により、次

のとおり公聴会を開催する。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 平成２７年１１月４日（水）１９時００分から

２ 場所 新居浜市消防庁舎４階 コミュニティ防災センター

３ 公聴会の案件及びその概要

� 案件

新居浜都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

の変更」の案について

� 案件の概要

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マ

スタープラン）は、都市計画区域全体を対象とし、愛媛県が広

域的な見地から、長期的な視点に立った都市の将来像を明確に

し、その実現に向けた道筋を明らかにするため、都市計画の基

本的な方針を定めるものである。

４ 公述の申出等

� 公述の申出

上浮穴郡久万高原町二名
乙１８４５

上浮穴郡久万町大字入野１３１１
番地２
東 マス子

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１８４５

上浮穴郡久万町大字入野１３１１
番地２
東 香 織

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１８４５

上浮穴郡久万町大字入野１３１１
番地２
東 勇一郎

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１８５５

松山市居相町３９３番地３

竹 内 俊 一
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１８５７

温泉郡重信町大字見奈良１２４３
番地２
山 下 隆 一

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１９３６、乙１９３７

香川県高松市高松町９７番地１

竹 内 靖 明
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１９４４

上浮穴郡父二峰村大字二名７４
番戸
竹 内 光 子

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２０２８、乙２０３１

松山市北吉田町１０６４番地５

稲 田 雄 子
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２０２９

伊予郡広田村大字満穂甲１３３９
番地
宇都宮 勝 弥

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２０６８の３

松山市鉄砲町１番地４

高 松 佐代子
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２０６９の１

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
３７４６番地
上 谷 勝 彦

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２０６９の２、乙２０６９の５

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
３７４６番地
上 谷 勝 己

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２０６９の３

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
３７４６番地
上 谷 辰 造

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２０６９の７

上浮穴郡久万町大字二名甲３７
４６番地
上 谷 勝 己

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２０８２、乙２１３７の１、乙
２１３７の２、乙２１３８の２

松山市美沢一丁目１番２３号石
田ビル２０３号
石 田 二 朗

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２１３２の１

松山市湊町一丁目１番地８

青 木 伸 弘
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２１３５、乙２１３６の２

松山市土居田町６０８番地１

宮 原 晴 美
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２２２６の１

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
２５７１番地
松 嶋 貢

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２２２６の２

上浮穴郡久万町大字二名甲２５
７１番地
松 嶋 貢

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２２４０、乙２２４３、乙２２４７

上浮穴郡父二峰村大字二名甲
２４１６番地
石 丸 常 盤

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２２４１

上浮穴郡久万町大字久万町９６
２番地１
石 丸 靖

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２３２２の１

松山市姫原二丁目１番３１号

岡 田 政 宏
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙１３４３の１、乙１３４３の３、
乙２２４８、乙２３４８の１、乙
２３４８の２、乙２３４８の７、
乙２３４８の９

上浮穴郡久万町大字菅生２番
耕地１３４５番地
成 野 晶

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２４１２、乙２４１３

上浮穴郡久万町大字二名甲２１
４６番地
高 岡 民 夫

〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２４２６

松山市祝谷五丁目６番１０号

北 福 丞
〃

上浮穴郡久万高原町二名
乙２４３５

松山市吉藤四丁目２番１０号

成 野 泰 慎
〃

加 入 区

壬生川加入区

愛 媛 県 報平成２７年１０月２日 第２７１２号

１０１５



公聴会に出席して意見を述べようとする者（当該都市計画区

域内市町に在住の人ならびに利害関係者に限る）は、意見の要

旨及びその理由並びに住所氏名を記載した書面を知事に提出す

ること。

� 申出の期限

平成２７年１０月３０日（金）まで

なお、申出の期限までに公述の申出がない場合は、公聴会の

開催を中止する。

� 問合せ先

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部道路都市局都市計画課都市計画グループ

（電話 ０８９―９１２―２７３８）

�������
�愛媛県告示第１１９８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条及び愛媛県都市計画

公聴会規則（昭和４５年愛媛県規則第１号）第２条の規定により、次

のとおり公聴会を開催する。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 平成２７年１０月２２日（木）１９時００分から

２ 場所 東温市役所 ４階 ４０５会議室

３ 公聴会の案件及びその概要

� 案件

松山広域都市計画区域区分の変更案について

� 案件の概要

都市計画法第２１条第１項の規定に基づき、次の区域内に存す

る市街化調整区域を市街化区域に変更する。

東温市 野田二丁目、野田三丁目、見奈良、南方の各一部

４ 公述の申出等

� 公述の申出

公聴会に出席して意見を述べようとする者（当該都市計画区

域内市町に在住の人ならびに利害関係者に限る）は、意見の要

旨及びその理由並びに住所氏名を記載した書面を知事に提出す

ること。

� 申出の期限

平成２７年１０月１６日（金）まで

なお、申出の期限までに公述の申出がない場合は、公聴会の

開催を中止する。

� 問合せ先

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部道路都市局都市計画課都市計画グループ

（電話 ０８９―９１２―２７３８）

�������
�愛媛県告示第１１９９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条及び愛媛県都市計画

公聴会規則（昭和４５年愛媛県規則第１号）第２条の規定により、次

のとおり公聴会を開催する。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 平成２７年１１月２日（月）１９時００分から

２ 場所 八幡浜みなっとみなと交流館 会議室

３ 公聴会の案件及びその概要

� 案件

八幡浜都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

の変更」の案について

� 案件の概要

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マ

スタープラン）は、都市計画区域全体を対象とし、愛媛県が広

域的な見地から、長期的な視点に立った都市の将来像を明確に

し、その実現に向けた道筋を明らかにするため、都市計画の基

本的な方針を定めるものである。

４ 公述の申出等

� 公述の申出

公聴会に出席して意見を述べようとする者（当該都市計画区

域内市町に在住の人ならびに利害関係者に限る）は、意見の要

旨及びその理由並びに住所氏名を記載した書面を知事に提出す

ること。

� 申出の期限

平成２７年１０月２８日（水）まで

なお、申出の期限までに公述の申出がない場合は、公聴会の

開催を中止する。

� 問合せ先

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部道路都市局都市計画課都市計画グループ

（電話 ０８９―９１２―２７３８）

�������
�愛媛県告示第１２００号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条の３５の８第２項の規

定により、指定構造計算適合性判定機関から次のとおり住所の変更

の届出があった。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 名称

株式会社東京建築検査機構

２ 住所

� 変更前

東京都中央区東日本橋一丁目１番４号

� 変更後

東京都中央区日本橋富沢町１０番１６号

３ 変更年月日

平成２７年９月２８日

�������
�愛媛県告示第１２０１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条の３５の８第２項の規

定により、指定構造計算適合性判定機関から次のとおり構造計算適

合性判定の業務を行う事務所の所在地の変更の届出があった。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 名称及び住所

株式会社東京建築検査機構

東京都中央区東日本橋一丁目１番４号

２ 変更する構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地

� 変更前

愛 媛 県 報平成２７年１０月２日 第２７１２号

１０１６
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名 称 事務所の所在地

構造判定事業部 東京都中央区東日本橋一丁目１番４号

ＴＢＴＣ名古屋
構造センター 愛知県名古屋市中区錦三丁目７番９号

� 変更後

名 称 事務所の所在地

構造判定事業部 東京都中央区日本橋富沢町１０番１６号

ＴＢＴＣ名古屋
構造センター 愛知県名古屋市中区錦三丁目７番９号

ＴＢＴＣ九州構
造センター 福岡県福岡市博多区博多駅前二丁目２番１号

３ 変更年月日

平成２７年９月２８日

�������
�愛媛県告示第１２０２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条の３５の８第２項の規

定により、指定構造計算適合性判定機関から次のとおり構造計算適

合性判定の業務を行う事務所の所在地の変更の届出があった。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 名称及び住所

日本建築検査協会株式会社

東京都中央区日本橋三丁目１３番１１号

２ 変更する構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地

� 変更前

名 称 事務所の所在地

構 造 判 定 部 東京都中央区日本橋三丁目１５番６号松木ビル３階

� 変更後

名 称 事務所の所在地

構 造 判 定 部 東京都中央区日本橋三丁目１３番１１号油脂工業会館
５階

３ 変更年月日

平成２７年９月２４日

�������
�愛媛県告示第１２０３号
建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第９条第１項の規定により、

次のとおり建築士の免許を取り消した。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２０４号
次のとおり落札者を決定した。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２０５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２７年１０月２日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

免許の
取 消
年月日

免許の取消しを受けた建築士 免 許 の
取消しの
理 由氏 名 二級建築士又は

木造建築士の別 登録番号

平成２７年
９月１８日 � 川 昭 一 二級建築士 愛媛県知事登録

第４１８７号 欠格事由

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

車いす４台対応マイクロバス ５台
愛媛県出納局会計
課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２７年９月１５日
日産プリンス愛媛販売
株式会社
愛媛県松山市福音寺町
２６１番地

４０，１１４，９９９円 一般競争入札 平成２７年８月４日

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社エパック ニカサ新居浜店 愛媛県新居浜市久保田町二丁目１０番１２
号 平成２７年８月１日 訪問介護

医療法人明生会 デイサービスいきいき 愛媛県四国中央市金生町下分１３４８番地
１ 平成２７年８月１日 通所介護

社会福祉法人宝集会 短期入所生活介護事業所 宝閑荘 愛媛県新居浜市東田三丁目乙１１番地の
９１ 平成２７年８月１５日 短期入所生活介護

愛 媛 県 報平成２７年１０月２日 第２７１２号
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訓 令

�愛媛県告示第１２０６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２７年１０月２日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

�愛媛県告示第１２０７号
地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）附則第１１条又は第１４

条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第５条の規定（同法附則第１条第３号に掲げる改正規定に限る。）による改

正前の介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２７年１０月２日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

�愛媛県告示第１２０８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２７年１０月２日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

�愛媛県告示第１２０９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２７年１０月２日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県訓令第１８号
庁 中 一 般

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

社会福祉法人宝集会 短期入所生活介護事業所 宝閑荘 愛媛県新居浜市東田三丁目乙１１番地の
９１ 平成２７年８月１５日 介護予防短期入所

生活介護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社エパック ニカサ新居浜店 愛媛県新居浜市久保田町二丁目１０番１２
号 平成２７年８月１日 介護予防訪問介護

医療法人明生会 デイサービスいきいき 愛媛県四国中央市金生町下分１３４８番地
１ 平成２７年８月１日 介護予防通所介護

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０５００２５０ 株式会社クック・チャ
ム ｍｙ ｍａｍａ

新居浜市新須賀町二丁
目６番１６号 藤 田 敏 子 就労移行支援 クック・チャム ｍｙ

ｍａｍａ
新居浜市新須賀町二丁
目６番１６号

平成２７年
８月３１日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２７中局建（開）第２４号

平成２７年９月２４日
伊予郡松前町大字筒井字北内開２９３番１、２９３番２、２９３番３

伊予郡松前町大字筒井１６１番地１

渡 部 廣 志
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愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第４条関係）

知事の権限に属する総務部関係事務に係る特定決裁事項

別表第２（第４条関係）

知事の権限に属する総務部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

市

町

振

興

課

１・２

省略

市

町

振

興

課

１・２

省略

３ 住

民基

本台

帳法

の施

行に

関す

る事

務

１ 住民基本台帳の脱漏等に関

する市町長への通報（第１２条

の５）

○ ３ 住

民基

本台

帳法

の施

行に

関す

る事

務

１ 住民基本台帳の脱漏等に関

する市町長への通報（第１２条

の３）

○

２ 市町の執行機関に対する本

人確認情報の提供（磁気ディ

スクの送付によるものに限

る。）（第３０条の７第４項）

○

３ 指定情報処理機関への本人

確認情報処理事務の委任及び

委任の解除（第３０条の１０第１

項、第３０条の２６第１項）

○

４ 指定情報処理機関に情報提

供手数料を収受させることの

決定及びその額の承認（第３０

条の１０第４項、第５項）

○

５ 指定情報処理機関に対する

指示（第３０条の２２第２項）

○

６ 指定情報処理機関に対する

報告の徴収及び立入検査（第

３０条の２３第２項）

○

２ 本人確認情報の安全確保措

置（第３０条の２４第１項）

○ ７ 本人確認情報の安全確保措

置（第３０条の２９第１項）

○

３ 提供を受けた本人確認情報

の安全確保措置（第３０条の２８

第１項）

○ ８ 提供を受けた本人確認情報

の安全確保措置（第３０条の３３

第１項）

○

４ 自己の本人確認情報の開示

等（第３０条の３２第２項、第３０

条の３３第２項）

○ ９ 自己の本人確認情報の開示

等（第３０条の３７第２項、第３０

条の３８第２項）

○

５ 自己の本人確認情報の訂

正、追加又は削除の申出の処

理（第３０条の３５）

○ １０ 自己の本人確認情報の訂

正、追加又は削除の申出の処

理（第３０条の４０）

○

６ 住民票コードの利用制限に

関すること。

１１ 住民票コードの利用制限に

関すること。

� 中止勧告及び必要な措置

の勧告（第３０条の３８第４

項）

○ � 中止勧告及び必要な措置

の勧告（第３０条の４３第４

項）

○
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公 告

附 則

この訓令は、平成２７年１０月５日から施行する。

�公 告

技能検定の合格者について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づき平成２７年６月２７日から９月６日までの間に実施した技能検定の合格者は、次のとお

りである。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

� 命令（第３０条の３８第５

項）

○ � 命令（第３０条の４３第５

項）

○

� 報告の徴収及び立入検査

（第３０条の３９第１項）

○ � 報告の徴収及び立入検査

（第３４条の２第１項）

○

７ 市町長の処分に対する審査

請求に対する裁決（第３１条の

４）

○ １２ 市町長の処分に対する審査

請求に対する裁決（第３１条の

３）

○

８ 省略 １３ 省略

９ 省略 １４ 省略

１０ 省略 １５ 省略

４～１８

省略

４～１８

省略

造園（造園工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ６ Ｃ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０

Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １８ Ｃ １

金属熱処理（一般熱処理作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２

機械加工（普通旋盤作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｂ ２ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ４

２級

愛 媛 県 報平成２７年１０月２日 第２７１２号

１０２０



受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ｃ １

Ｄ １ Ｄ ２

機械加工（数値制御旋盤作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ８ Ｃ １ Ｃ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ４ Ｃ ５

Ｃ ６

機械加工（フライス盤作業）

１級

受 検 番 号

Ｂ １

機械加工（数値制御フライス盤作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ｂ １ Ｂ ２ Ｂ ３

Ｃ ２ Ｃ ４ Ｃ ５

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ ２ Ｂ ３

機械加工（平面研削盤作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ １

機械加工（マシニングセンタ作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ ２

２級
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受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ｂ １ Ｃ １

Ｃ ２

鉄工（製缶作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ １ Ｃ ２

鉄工（構造物鉄工作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ ２ Ｂ ３

建築板金（内外装板金作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 ２

仕上げ（治工具仕上げ作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｃ ２

仕上げ（機械組立仕上げ作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｂ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １２ Ａ甲 １４

Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ４ Ｃ ５

電子機器組立て（電子機器組立て作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ ３ Ｃ １ Ｃ ２

２級
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受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ｂ １

電気機器組立て（配電盤・制御盤組立て作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 ３

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０

Ａ甲 １１ Ｃ １

産業車両整備（産業車両整備作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ７

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２

建設機械整備（建設機械整備作業）

１級

受 検 番 号

Ｃ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １１ Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７

Ａ甲 １８ Ａ甲 １９ Ａ甲 ２１ Ａ甲 ２２ Ｂ １

婦人子供服製造（婦人子供注文服製作作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ５

建具製作（木製建具手加工作業）

１級
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受 検 番 号

Ｃ １

プラスチック成形（射出成形作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ５

プラスチック成形（インフレーション成形作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ５ Ｃ ６ Ｃ ７

陶磁器製造（手ろくろ成形作業）

１級

受 検 番 号

Ｃ １

２級

受 検 番 号

Ａ甲 １

陶磁器製造（絵付け作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２

石材施工（石張り作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｃ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４
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とび（とび作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６

Ａ甲 １７ Ａ甲 １９ Ｂ １ Ｂ ２ Ｃ １

左官（左官作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ｂ ４

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ｂ ２

Ｂ ３

タイル張り（タイル張り作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３

畳製作（畳製作作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｃ １

防水施工（ウレタンゴム系塗膜防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ｃ ３ Ｃ ４

防水施工（シーリング防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ｃ １ Ｃ ２

２級

受 検 番 号

Ａ甲 １
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防水施工（ＦＲＰ防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｃ １ Ｃ ２

２級

受 検 番 号

Ａ甲 １

内装仕上げ施工（プラスチック系床仕上げ作業）

２級

受 検 番 号

Ａ甲 ３

内装仕上げ施工（鋼製下地工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ｃ １ Ｃ ２

内装仕上げ施工（ボード仕上げ工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３

熱絶縁施工（保温保冷工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｂ １ Ｂ ２ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ４

Ｃ ５ Ｃ ６ Ｃ ８

２級

受 検 番 号

Ｂ １

サッシ施工（ビル用サッシ施工作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｃ ２

表装（壁装作業）

１級
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２７年１０月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（埋立地）の売払い

� 売り払う土地（埋立地）の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積

松山市大可賀三丁目１４５９番２ 雑種地 １４７．７０�

松山市大可賀三丁目１４６６番２ 雑種地 ２３６．７２�

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ｃ １ Ｃ ２

２級

受 検 番 号

Ｃ １

塗装（建築塗装作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ｂ １ Ｂ ３ Ｂ ４ Ｃ ９

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ｃ １

塗装（金属塗装作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｃ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ｂ １ Ｂ ２ Ｃ ２

フラワー装飾（フラワー装飾作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ７

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９

Ａ甲 １０ Ｃ １
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監 査 公 表

松山市大可賀三丁目１４６８番３ 雑種地 ２３３．０４�

松山市大可賀三丁目１４７１番１ 雑種地 ２０，９０７．０８�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団及び警察当局

から排除要請がある者でないこと。

ウ 貯炭場業者であること。

エ 本県の長期総合計画に賛同し、本県の方針に従う意思のあ

ること。

オ 松山港の港湾施設を有効に利用し、ひいては本県の産業経

済の発展に寄与する意思のあること。

カ 大気汚染、水質汚濁、騒音、粉じんなどの公害に対し十分

な防止対策を立て実施する意思を有すること。

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２７年１０月２日から平成２７年１０月２３日までの勤務時間中

（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分ま

でをいう。）

イ 提出場所

愛媛県土木部河川港湾局港湾海岸課管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２６９１

ウ 提出方法

持参又は郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達

に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定す

る一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書

便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書

留郵便に準ずるもの。以下「郵便等」という。）により提出

すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵便等による提出の取扱い

郵便等による提出の場合は、平成２７年１０月２３日（金）午後

５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書、入札参加申込書の交付

場所及び問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２７年１０月９日（金） 午後２時

� 場所

売り払う土地（埋立地）の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

日時

平成２７年１１月４日（水） 午前１０時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第２別館５階土木部入札室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地（埋立地）の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年以内に、売り払う土地を

入札参加申込時の利用計画以外の用途に供しようとするとき

は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、知事の承認を受ける

ことなく、売り払う土地に係る所有権、地上権その他の使用

若しくは収益を目的とする権利又は抵当権、質権その他の担

保物権の設定又は移転をしてはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�公表第１４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２７年１０月２日

愛媛県監査委員 佐 伯 滿 孝

同 徳 永 繁 樹

同 山之内 芳 夫

同 渡 部 浩
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

総 務 管 理 課 平成２７年８月２７日

人 事 課 平成２７年８月２７日

市 町 振 興 課 平成２７年８月２７日

私 学 文 書 課 平成２７年８月２７日

財 政 課 平成２７年９月１日

行 革 分 権 課 平成２７年９月１日

税 務 課 平成２７年９月１日

総 合 政 策 課 平成２７年８月１１日

秘 書 課 平成２７年８月１１日

広 報 広 聴 課 平成２７年８月１１日

統 計 課 平成２７年８月１１日

情 報 政 策 課 平成２７年８月１１日

地 域 政 策 課 平成２７年８月４日

交 通 対 策 課 平成２７年８月４日

文 化 ・ ス ポ ー ツ 振 興 課 平成２７年８月４日

県 民 生 活 課 平成２７年８月６日

男 女 参 画 ・ 県 民 協 働 課 平成２７年８月６日

人 権 対 策 課 平成２７年８月６日

消 防 防 災 安 全 課 平成２７年８月４日

防 災 危 機 管 理 課 平成２７年８月４日

原 子 力 安 全 対 策 課 平成２７年８月４日

環 境 政 策 課 平成２７年８月１１日

循 環 型 社 会 推 進 課 平成２７年８月１１日

自 然 保 護 課 平成２７年８月１１日

保 健 福 祉 課 平成２７年８月２０日

医 療 対 策 課 平成２７年８月２０日

健 康 増 進 課 平成２７年８月３１日

薬 務 衛 生 課 平成２７年８月３１日

子 育 て 支 援 課 平成２７年８月２５日

障 害 福 祉 課 平成２７年８月２５日

長 寿 介 護 課 平成２７年８月２５日

産 業 政 策 課 平成２７年８月１２日

企 業 立 地 課 平成２７年８月１２日

労 政 雇 用 課 平成２７年８月１２日

産 業 創 出 課 平成２７年８月６日

観 光 物 産 課 平成２７年８月６日

国 際 交 流 課 平成２７年８月６日

経 営 支 援 課 平成２７年８月６日

農 政 課 平成２７年８月２７日

農 業 経 済 課 平成２７年８月２７日

ブ ラ ン ド 戦 略 課 平成２７年８月２７日

農 地 整 備 課 平成２７年８月２４日

農 産 園 芸 課 平成２７年８月２４日

畜 産 課 平成２７年８月２４日

林 業 政 策 課 平成２７年８月１２日

森 林 整 備 課 平成２７年８月１２日

漁 政 課 平成２７年８月３１日

水 産 課 平成２７年８月３１日

漁 港 課 平成２７年８月３１日

土 木 管 理 課 平成２７年８月３１日

用 地 課 平成２７年８月３１日

河 川 課 平成２７年８月１２日

水 資 源 対 策 課 平成２７年８月１２日

港 湾 海 岸 課 平成２７年８月１２日

砂 防 課 平成２７年８月１２日

道 路 建 設 課 平成２７年８月１９日

道 路 維 持 課 平成２７年８月１９日

都 市 計 画 課 平成２７年８月１９日

都 市 整 備 課 平成２７年８月１９日

建 築 住 宅 課 平成２７年８月１９日

国 体 総 務 企 画 課 平成２７年８月１９日

国 体 運 営 ・ 施 設 課 平成２７年８月１９日

国 体 競 技 式 典 課 平成２７年８月１９日

障 害 者 ス ポ ー ツ 大 会 課 平成２７年８月１９日

国 体 競 技 力 向 上 対 策 課 平成２７年８月１９日

出 納 局 平成２７年８月３１日

人 事 委 員 会 事 務 局 平成２７年９月１日

議 会 事 務 局 平成２７年８月１１日

監 査 事 務 局 平成２７年９月１日

労 働 委 員 会 事 務 局 平成２７年８月６日

（監査の結果）

平成２６年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 収入未済の代執行費用徴収金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度 ６者 ５７，３９３，１８３ 平成２６年度決
算による。

（循環型社会推進課）

２ 収入未済の生活安定資金貸付金償還金について、適切に債権管理さ

れたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１６年度及び１７年度 ５４７者 ４７，８６９，２００ 平成２６年度決
算による。

（保健福祉課）

３ 看護職員修学資金貸付金償還金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ４３２，０００ １，５４８，０００ １，９８０，０００
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ２１６，０００ １，４２２，０００ １，６３８，０００

差引増減 ２１６，０００ １２６，０００ ３４２，０００

（医療対策課）
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４ 児童扶養手当返還金について、収入未済額の縮減に、引き続き努め

られたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ０ １，２２７，７９０ １，２２７，７９０
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ４１，４３０ ２，１５０，４３０ ２，１９１，８６０

差引増減 △４１，４３０ △９２２，６４０ △９６４，０７０

（子育て支援課）

５ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努

められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 １３，８０３，８５８ ２３２，９８８，２３３ ２４６，７９２，０９１
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 １５，３９０，３５３ ２２４，８０３，５９８ ２４０，１９３，９５１

差引増減 △１，５８６，４９５ ８，１８４，６３５ ６，５９８，１４０

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ５５３，３９４ ２０，８７２，３１６ ２１，４２５，７１０
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ７２２，５４７ ２０，６６１，７８８ ２１，３８４，３３５

差引増減 △１６９，１５３ ２１０，５２８ ４１，３７５

（子育て支援課）

６ 収入未済の入所施設等保護者負担金（母子生活支援施設に係るもの）

について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２５年度 １者 １，１００ 平成２６年度決
算による。

（子育て支援課）

７ 収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度及び２０年度 １者 ２９７，０００ 平成２６年度決
算による。

（障害福祉課）

８ 収入未済の障害者自立支援基盤整備事業費補助金返還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 １６，６６２，５９１ 平成２６年度決
算による。

（障害福祉課）

９ 収入未済の企業立地促進事業費補助金返還金について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００ 平成２６年度決
算による。

（企業立地課）

１０ 収入未済の地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１５年度～１８年度 １者 ３４，８００ 平成２６年度決
算による。

（労政雇用課）

１１ 中小企業振興資金特別会計における収入未済の高度化資金貸付金償

還金、繊維工業構造改善資金貸付金償還金、設備近代化資金貸付金償

還金及び施設共同化資金貸付金償還金について、適切に債権管理され

たい。

（高度化資金貸付金償還金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度及び１８年度 １者 ９５８，９４２，５３０ 平成２６年度決
算による。

（繊維工業構造改善資金貸付金償還金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１３年度～１９年度 ３者 ２０３，５９１，０４３ 平成２６年度決
算による。

（設備近代化資金貸付金償還金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

５年度及び６年度 １者 ４，５８０，０００ 平成２６年度決
算による。

（施設共同化資金貸付金償還金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

５年度及び６年度 １者 ９，３２２，７７９ 平成２６年度決
算による。

（経営支援課）

１２ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ８，０００，０００ ５０，１５２，９４７ ５８，１５２，９４７
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ８，０００，０００ ５１，７１７，９４７ ５９，７１７，９４７

差引増減 ０ △１，５６５，０００ △１，５６５，０００

（林業政策課）

１３ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの）について、納期限内の収入確保に努めるとともに、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度～２１年度 ３者 １，０５５，３５５ 平成２６年度決
算による。

（林業政策課）

１４ 県有林経営事業特別会計については、昭和５９年度以降歳入不足額が

生じ、毎年度繰上充用の措置が講じられているところであるが、平成

２６年度末の歳入不足額は２３億４，７３６万円と、前年度より３，８００万円増加

しており、さらに、平成２６年度の木材価格は県営林経営改善計画策定

当時（平成１１年度）の５割程度にまで下落していることから、平成２７

年３月に見直しを行った県営林経営改善計画を着実に実行するなど、

今後の健全な経営に向けて、より一層努められたい。

（森林整備課）

１５ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。
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（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、収入未済額の縮減に、引き続き努めら

れたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ０ ３０９，５０５ ３０９，５０５
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ０ ３１４，５０５ ３１４，５０５

差引増減 ０ △５，０００ △５，０００

（健康福祉環境部）

３ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一

層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 １０，３７３，８４０ ２８，９４４，１６５ ３９，３１８，００５
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 １０，３２０，７６４ ２３，５８０，９６３ ３３，９０１，７２７

差引増減 ５３，０７６ ５，３６３，２０２ ５，４１６，２７８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ３０９，４４９ １，４１６，７８４ １，７２６，２３３
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ２７４，４００ １，３１８，２１６ １，５９２，６１６

差引増減 ３５，０４９ ９８，５６８ １３３，６１７

（健康福祉環境部）

４ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ８８７，４００ ６，２９３，０００ ７，１８０，４００
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 １，６１２，３００ ６，２００，６００ ７，８１２，９００

差引増減 △７２４，９００ ９２，４００ △６３２，５００

（建設部）

５ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ５４７，８００ ３，３２９，０００ ３，８７６，８００
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ４４８，５００ ３，３７３，３００ ３，８２１，８００

差引増減 ９９，３００ △４４，３００ ５５，０００

（建設部（今治土木事務所））

６ 職員の不注意により公用車による事故が発生（２件）し、当該車両

及び相手方車両の毀損があり、県に多額の損害を与えた。

（建設部（今治土木事務所））

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ０ ２，１９９，０００ ２，１９９，０００
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ０ ２，２３４，０００ ２，２３４，０００

差引増減 ０ △３５，０００ △３５，０００

（漁政課）

１６ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ９６９，５１７ 平成２６年度決
算による。

（漁政課）

１７ 住宅貸付損害金について、適切に債権管理するとともに、収入未済

額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ８５，３５４ ２９，６３８，６５８ ２９，７２４，０１２
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ４０４，２３１ ３１，６２５，６２４ ３２，０２９，８５５

差引増減 △３１８，８７７ △１，９８６，９６６ △２，３０５，８４３

（建築住宅課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２７年７月１４日、
平成２７年７月２４日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２７年７月１４日、
平成２７年７月２４日

四 国 中 央 保 健 所 平成２７年７月１４日

産 業 経 済 部 平成２７年７月２４日

東 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２７年７月２４日

建 設 部 平成２７年７月１４日

四 国 中 央 土 木 事 務 所 平成２７年７月１４日

今 治 土 木 事 務 所 平成２７年７月２４日

鹿 森 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２７年７月１４日

黒 瀬 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２７年７月１４日

玉 川 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２７年７月２４日

台 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２７年７月２４日

出 納 室 平成２７年７月１４日

（監査の結果）

平成２６年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ２７９，３０５，６３２ ６１９，７１１，５７４ ８９９，０１７，２０６
金額は各
年度の決
算 に よ
る。

２５年度 ３１２，６７２，２１０ ６９２，６０８，１４３ １，００５，２８０，３５３

差引増減 △３３，３６６，５７８ △７２，８９６，５６９△１０６，２６３，１４７
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２７年７月２３日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２７年７月２３日

産 業 経 済 部 平成２７年７月２３日

中 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２７年７月２３日

建 設 部 平成２７年７月２３日

久 万 高 原 土 木 事 務 所 平成２７年７月２３日

出 納 室 平成２７年７月２３日

（監査の結果）

平成２６年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ３８０，６６３，９１１ １，０７７，６０４，１２２ １，４５８，２６８，０３３
金額は各
年度の決
算 に よ
る。

２５年度 ４５０，５３０，８９８ １，４５０，４２８，２７０ １，９００，９５９，１６８

差引増減 △６９，８６６，９８７△３７２，８２４，１４８△４４２，６９１，１３５

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ３，２０９，６４５ ５，９３１，９４９ ９，１４１，５９４
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 １，８９２，５３７ ４，１５０，６２４ ６，０４３，１６１

差引増減 １，３１７，１０８ １，７８１，３２５ ３，０９８，４３３

（健康福祉環境部）

３ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一

層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 １，９５０，８４２ ７，０６１，４０１ ９，０１２，２４３
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 １，６９６，５８２ ６，１０２，８７９ ７，７９９，４６１

差引増減 ２５４，２６０ ９５８，５２２ １，２１２，７８２

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ２４０，８１８ １，５３５，６６４ １，７７６，４８２
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 １３３，３２８ １，５５２，３３０ １，６８５，６５８

差引増減 １０７，４９０ △１６，６６６ ９０，８２４

（健康福祉環境部）

４ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１６年度 １者 ９７，０１６ 平成２６年度決
算による。

（産業経済部）

５ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ６，７４９，９００ ２３，２８２，６３７ ３０，０３２，５３７
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ７，０６２，８００ ２６，４１９，５６７ ３３，４８２，３６７

差引増減 △３１２，９００ △３，１３６，９３０ △３，４４９，８３０

（建設部）

６ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

２１年度及び２２年度 ２者 ８３，０４４ 平成２６年度決
算による。

（建設部）

７ 職員の不注意により公用車による事故が発生（３件）し、相手方の

人的被害があったほか、当該車両及び相手方車両の毀損があった。

（建設部）

８ 収入未済の違約金及び前払金余剰額に対する利息（いずれも工事請

負契約の解除に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

（違約金）

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２７０，１００ 平成２６年度決
算による。

（利息）

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２４７，８８５ 平成２６年度決
算による。

（建設部（久万高原土木事務所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２７年７月１５日、
平成２７年７月１７日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２７年７月１５日、
平成２７年７月１７日

産 業 経 済 部 平成２７年７月１５日、
平成２７年７月１７日

南 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２７年７月１５日

建 設 部 平成２７年７月１７日

大 洲 土 木 事 務 所 平成２７年７月１５日

八 幡 浜 土 木 事 務 所 平成２７年７月１５日

西 予 土 木 事 務 所 平成２７年７月１５日

愛 南 土 木 事 務 所 平成２７年７月１７日

須 賀 川 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２７年７月１７日

山 財 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２７年７月１７日

出 納 室 平成２７年７月１７日
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（監査の結果）

平成２６年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 扶養手当について、異動先の所属において、平成２３年度から平成２５

年度までの間、当局に所属していた職員に対する過支給（期末手当に

係る金額を含めて２５０，７３８円）が判明したので、今後同様の事案が生

じないよう、各所属に対して、所属する職員に対して扶養手当に関す

る定めを定期的に研修するなどして周知徹底させるとともに、認定を

行った後においても、扶養親族に係る扶養の実態等について、職員に

報告させたり関係書類の提出を求めるなどして、実情の把握に努める

よう指導されたい。 （総務企画部）

２ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ９０，７７１，６１０ １５２，１６１，６５６ ２４２，９３３，２６６
金額は各
年度の決
算 に よ
る。

２５年度 ８５，８１７，６６７ １９６，１５９，７７０ ２８１，９７７，４３７

差引増減 ４，９５３，９４３ △４３，９９８，１１４ △３９，０４４，１７１

（総務企画部）

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 １，０７５，５１４ ９，３９５，３１１ １０，４７０，８２５
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ４３４，８０３ ９，２８５，５０８ ９，７２０，３１１

差引増減 ６４０，７１１ １０９，８０３ ７５０，５１４

（健康福祉環境部）

４ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一

層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ５，９９９，６１６ １７，１９２，５７９ ２３，１９２，１９５
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ５，７６６，６６４ １３，９３４，０１９ １９，７００，６８３

差引増減 ２３２，９５２ ３，２５８，５６０ ３，４９１，５１２

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ３１７，３４６ ２，３９２，６１６ ２，７０９，９６２
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ３７９，０４４ ２，１５７，２５３ ２，５３６，２９７

差引増減 △６１，６９８ ２３５，３６３ １７３，６６５

（健康福祉環境部）

５ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ５０２，６９７ ９５４，３６９ １，４５７，０６６
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ４０８，７７４ ７０５，９６５ １，１１４，７３９

差引増減 ９３，９２３ ２４８，４０４ ３４２，３２７

（健康福祉環境部（八幡浜支局））

６ 収入未済の賠償金（公用車事故に伴うもの）について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 １９１，７７５ 平成２６年度決
算による。

（産業経済部（八幡浜支局））

７ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ８１８，２００ ４８４，２００ １，３０２，４００
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ８０３，５００ ７６９，４００ １，５７２，９００

差引増減 １４，７００ △２８５，２００ △２７０，５００

（建設部）

８ 扶養手当について、異動先の所属において、平成２３年度に当所に所

属していた職員に対する過支給（期末手当に係る金額を含めて２５０，７３

８円）が判明したが、当該職員から扶養親族の死亡の連絡を受けた際

に、職員の給与の支給等に関する規則第７条に基づく届出を行うよう

指示していたならば、このような事態は発生しなかったものである。

したがって、今後同様の事案が生じないよう、所属する職員に対し

て扶養手当に関する定めを定期的に研修するなどして周知徹底すると

ともに、扶養親族に係る扶養の実態等について、職員に報告させたり

関係書類の提出を求めるなどして、実情の把握に努められたい。

（建設部（大洲土木事務所））

９ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ９６，３００ ３８３，２００ ４７９，５００
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 １５８，４００ ３８８，７００ ５４７，１００

差引増減 △６２，１００ △５，５００ △６７，６００

（建設部（八幡浜土木事務所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 京 事 務 所 平成２７年７月９日

研 修 所 平成２７年５月１４日

消 防 学 校 平成２７年４月２４日

消 費 生 活 セ ン タ ー 平成２７年４月２３日

原 子 力 セ ン タ ー 平成２７年５月２２日

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー

（旧）中 央 児 童 相 談 所 平成２７年４月２３日

（旧）身体障害者更生相談所 平成２７年４月２３日

愛 媛 県 報平成２７年１０月２日 第２７１２号

１０３３



（旧）婦 人 相 談 所 平成２７年５月１３日

（旧）知的障害者更生相談所 平成２７年４月２３日

東予子ども・女性支援センター

（旧）東 予 児 童 相 談 所 平成２７年５月１９日

南予子ども・女性支援センター

（旧）南 予 児 童 相 談 所 平成２７年５月２２日

食 肉 衛 生 検 査 セ ン タ ー 平成２７年５月１３日

動 物 愛 護 セ ン タ ー 平成２７年５月１３日

衛 生 環 境 研 究 所 平成２７年４月２４日

心 と 体 の 健 康 セ ン タ ー 平成２７年４月２３日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 平成２７年５月１９日

え ひ め 学 園 平成２７年５月１９日

計 量 検 定 所 平成２７年５月１３日

産 業 技 術 研 究 所
平成２７年５月１３日、
平成２７年５月１４日、
平成２７年５月１５日

新 居 浜 高 等 技 術 専 門 校 平成２７年５月１９日

今 治 高 等 技 術 専 門 校 平成２７年５月１４日

松 山 高 等 技 術 専 門 校 平成２７年５月１３日

宇 和 島 高 等 技 術 専 門 校 平成２７年５月１３日

大 阪 事 務 所 平成２７年５月１３日

病 害 虫 防 除 所 平成２７年４月２４日

農 業 大 学 校 平成２７年５月１９日

農 林 水 産 研 究 所
平成２７年４月２４日、
平成２７年５月１３日、
平成２７年５月１９日、
平成２７年５月２２日

家 畜 病 性 鑑 定 所 平成２７年５月１３日

（監査の結果）

平成２６年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ５，４７９，７９０ ２６，６７２，７２０ ３２，１５２，５１０
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ５，２７７，３７０ ２６，８２３，９３０ ３２，１０１，３００

差引増減 ２０２，４２０ △１５１，２１０ ５１，２１０

（福祉総合支援センター（（旧）中央児童相談所））

２ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ２，３１０，０８０ ９，８２２，８６１ １２，１３２，９４１
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ２，２１０，３４１ ９，４７６，９２０ １１，６８７，２６１

差引増減 ９９，７３９ ３４５，９４１ ４４５，６８０

（東予子ども・女性支援センター（（旧）東予児童相談所））

３ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 １，８４８，１８０ ４，３４９，３３０ ６，１９７，５１０
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 １，８０５，２５０ ３，０６２，４９０ ４，８６７，７４０

差引増減 ４２，９３０ １，２８６，８４０ １，３２９，７７０

（南予子ども・女性支援センター（（旧）南予児童相談所））

４ 子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ７４４，０９０ ３，６３７，７８１ ４，３８１，８７１
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 １，３１１，５４３ ３，２５６，６９６ ４，５６８，２３９

差引増減 △５６７，４５３ ３８１，０８５ △１８６，３６８

（子ども療育センター）

５ 収入未済の食卵委託販売契約に係る生産物売払収入について、適切

に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２５年度 １者 １，３６６，４８４ 平成２６年度決
算による。

（農林水産研究所（畜産研究センター養鶏研究所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成２７年８月２４日

生 涯 学 習 課 平成２７年８月２４日

文 化 財 保 護 課 平成２７年８月２４日

保 健 体 育 課 平成２７年８月２６日

義 務 教 育 課 平成２７年８月２０日

高 校 教 育 課 平成２７年８月２０日

人 権 教 育 課 平成２７年８月２０日

特 別 支 援 教 育 課 平成２７年８月２０日

中 予 教 育 事 務 所 平成２７年５月１３日

東 予 教 育 事 務 所 平成２７年５月１４日

南 予 教 育 事 務 所 平成２７年５月１３日

総 合 教 育 セ ン タ ー 平成２７年５月１５日

総 合 科 学 博 物 館 平成２７年５月１９日

歴 史 文 化 博 物 館 平成２７年５月２２日

図 書 館 平成２７年５月１３日

美 術 館 平成２７年５月１３日

川 之 江 高 等 学 校 平成２７年２月９日

三 島 高 等 学 校 平成２７年１月２３日

土 居 高 等 学 校 平成２７年１月２３日

新 居 浜 東 高 等 学 校 平成２７年１月２３日

新 居 浜 西 高 等 学 校 平成２７年１月２１日

新 居 浜 南 高 等 学 校 平成２７年２月９日

新 居 浜 工 業 高 等 学 校 平成２７年２月９日
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新 居 浜 商 業 高 等 学 校 平成２７年２月９日

西 条 高 等 学 校 平成２７年２月９日

西 条 農 業 高 等 学 校 平成２７年２月９日

小 松 高 等 学 校 平成２７年２月９日

東 予 高 等 学 校 平成２７年２月９日

丹 原 高 等 学 校 平成２７年２月９日

今 治 西 高 等 学 校 平成２７年１月２１日

今 治 南 高 等 学 校 平成２７年２月９日

今 治 北 高 等 学 校 平成２７年１月２１日

今 治 工 業 高 等 学 校 平成２７年２月９日

伯 方 高 等 学 校 平成２７年１月２１日

弓 削 高 等 学 校 平成２７年１月２１日

北 条 高 等 学 校 平成２７年２月９日

松 山 東 高 等 学 校 平成２７年２月９日

松 山 南 高 等 学 校 平成２７年２月９日

松 山 北 高 等 学 校 平成２７年２月９日

松 山 中 央 高 等 学 校 平成２７年２月９日

松 山 工 業 高 等 学 校 平成２７年１月２３日

松 山 商 業 高 等 学 校 平成２７年１月２３日

東 温 高 等 学 校 平成２７年２月９日

上 浮 穴 高 等 学 校 平成２７年２月９日

小 田 高 等 学 校 平成２７年２月９日

伊 予 農 業 高 等 学 校 平成２７年２月９日

伊 予 高 等 学 校 平成２７年２月９日

大 洲 高 等 学 校 平成２７年１月１９日

大 洲 農 業 高 等 学 校 平成２７年１月１９日

長 浜 高 等 学 校 平成２７年２月９日

内 子 高 等 学 校 平成２７年２月９日

八 幡 浜 高 等 学 校 平成２７年２月９日

八 幡 浜 工 業 高 等 学 校 平成２７年２月９日

川 之 石 高 等 学 校 平成２７年１月１９日

三 崎 高 等 学 校 平成２７年１月１９日

三 瓶 高 等 学 校 平成２７年２月９日

宇 和 高 等 学 校 平成２７年１月１９日

野 村 高 等 学 校 平成２７年１月１９日

宇 和 島 東 高 等 学 校 平成２７年２月９日

宇 和 島 水 産 高 等 学 校 平成２７年２月９日

吉 田 高 等 学 校 平成２７年２月９日

三 間 高 等 学 校 平成２７年２月９日

北 宇 和 高 等 学 校 平成２７年２月９日

津 島 高 等 学 校 平成２７年２月９日

南 宇 和 高 等 学 校 平成２７年２月９日

今 治 東 中 等 教 育 学 校 平成２７年２月９日

松 山 西 中 等 教 育 学 校 平成２７年２月９日

宇 和 島 南 中 等 教 育 学 校 平成２７年２月９日

松 山 盲 学 校 平成２７年２月９日

松 山 聾 学 校 平成２７年１月２１日

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 平成２７年１月２３日

み な ら 特 別 支 援 学 校 平成２７年１月２３日

今 治 特 別 支 援 学 校 平成２７年２月９日

宇 和 特 別 支 援 学 校 平成２７年２月９日

新 居 浜 特 別 支 援 学 校 平成２７年１月２１日

（監査の結果）

平成２６年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ５３，５４４，５００ １１６，７４８，５００ １７０，２９３，０００
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ５０，３５８，０００ ９０，９３１，４００ １４１，２８９，４００

差引増減 ３，１８６，５００ ２５，８１７，１００ ２９，００３，６００

（教育総務課）

２ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ４６，３７２，５８５ ４８４，５１６，６８７ ５３０，８８９，２７２
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ４８，６７４，５７４ ４５１，６７５，６２９ ５００，３５０，２０３

差引増減 △２，３０１，９８９ ３２，８４１，０５８ ３０，５３９，０６９

（人権教育課）

３ 平成２５年度のバックネット外修繕契約について、風圧力に対する安

全度を検討しないまま、鋼管柱（８．９ｍ）を、テニスコート防球フェ

ンス改修工事（八工第２５－１号）において先に施工した主柱（４ｍ）

及びそのコンクリート基礎に一体化させるように施工したため、主柱

及び基礎の所要の安全度が確保されていないものとなっていた。

先に施工した構造物の安全度に影響を与えるような施工をする際は、

事前に安全度を十分検討されたい。 （八幡浜工業高等学校）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２７年８月２５日

四 国 中 央 警 察 署 平成２７年２月１２日

新 居 浜 警 察 署 平成２７年３月１８日

西 条 警 察 署 平成２７年２月１２日

西 条 西 警 察 署 平成２７年３月１８日

今 治 警 察 署 平成２７年２月１０日

伯 方 警 察 署 平成２７年３月１８日

松 山 東 警 察 署 平成２７年２月１０日

松 山 西 警 察 署 平成２７年３月１８日

松 山 南 警 察 署 平成２７年２月１２日

久 万 高 原 警 察 署 平成２７年３月１８日

伊 予 警 察 署 平成２７年２月１０日

愛 媛 県 報平成２７年１０月２日 第２７１２号

１０３５



人事委員会告示

選挙管理委員会告示

�愛媛県人事委員会告示第６号
愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成１７年４月愛媛県人事委員会告

示第４号）の一部を次のように改正し、平成２７年１０月５日から施行する。

平成２７年１０月２日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第８２号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に基づく同法第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報告書に

ついて、訂正の届出があった。

その要旨は、次のとおりである。

平成２７年１０月２日

（警察本部）

３ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度及び１９年度 ２者 ８０９，０００ 平成２６年度決
算による。

（警察本部）

４ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（１２件）し、当該車

両及び相手方車両の毀損があった。 （警察本部）

５ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１８年度 １者 ７８９，９３１ 平成２６年度決
算による。

（今治警察署）

６ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（６件）し、当該車

両並びに相手方工作物及び車両の毀損があった。 （今治警察署）

７ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（４件）し、相手方

の人的被害があったほか、当該車両及び相手方車両の毀損があった。

（松山西警察署）

８ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、当該車

両の毀損があった。 （松山南警察署）

９ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２３年度 １者 ２７５，０００ 平成２６年度決
算による。

（宇和島警察署）

大 洲 警 察 署 平成２７年３月１８日

八 幡 浜 警 察 署 平成２７年２月１０日

西 予 警 察 署 平成２７年３月１８日

宇 和 島 警 察 署 平成２７年３月１８日

愛 南 警 察 署 平成２７年２月１２日

（監査の結果）

平成２６年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ２，３３６，０００ ５，６３０，３５６ ７，９６６，３５６
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 １，９５１，０００ ８，１２９，３５６ １０，０８０，３５６

差引増減 ３８５，０００ △２，４９９，０００ △２，１１４，０００

（警察本部）

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ３５８，２００ １，６３３，４００ １，９９１，６００
金額は各年度
の決算によ
る。

２５年度 ５１０，１００ １，７０２，７００ ２，２１２，８００

差引増減 △１５１，９００ △６９，３００ △２２１，２００

改 正 後 改 正 前

愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２９条第

１項の規定により、口頭による開示請求をすることができる個人情

報を次のとおり定め、告示の日から施行し、愛媛県個人情報保護条

例第２５条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができ

る個人情報（平成１４年３月愛媛県人事委員会告示第１号）は、平成

１７年３月３１日限り、廃止する。

愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第

１項の規定により、口頭による開示請求をすることができる個人情

報を次のとおり定め、告示の日から施行し、愛媛県個人情報保護条

例第２５条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができ

る個人情報（平成１４年３月愛媛県人事委員会告示第１号）は、平成

１７年３月３１日限り、廃止する。

愛 媛 県 報平成２７年１０月２日 第２７１２号
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愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

平成２５年分

その他の政治団体

（訂正後）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会新居浜支部

報告年月日 Ｈ２６．３．１３

１ 収 入 総 額 １５５，２２５円

前年繰越額 １１１，１８６円

本年収入額 ４４，０３９円

２ 支 出 総 額 １０，３８０円

３ 翌 年 繰 越 額 １４４，８４５円

４ 本年収入の内訳

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ４４，０００円

日本商工連盟 ４４，０００円

その他の収入 ３９円

１件１０万円未満のもの ３９円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 １０，３８０円

事務所費 １０，３８０円

（訂正前）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会新居浜支部

報告年月日 Ｈ２６．３．１３

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

平成２４年分

その他の政治団体

（訂正後）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会新居浜支部

報告年月日 Ｈ２５．２．２０

１ 収 入 総 額 ４３２，８９６円

前年繰越額 ３８８，８１８円

本年収入額 ４４，０７８円

２ 支 出 総 額 ３２１，７１０円

３ 翌 年 繰 越 額 １１１，１８６円

４ 本年収入の内訳

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ４４，０００円

日本商工連盟 ４４，０００円

その他の収入 ７８円

１件１０万円未満のもの ７８円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ２１，７１０円

事務所費 ２１，７１０円

政治活動費 ３００，０００円

選挙関係費 ３００，０００円

（訂正前）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会新居浜支部

報告年月日 Ｈ２５．２．２０

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

平成２３年分

その他の政治団体

愛 媛 県 報平成２７年１０月２日 第２７１２号

１０３７



公営企業告示

（訂正後）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会新居浜支部

報告年月日 Ｈ２４．３．２２

１ 収 入 総 額 ３９７，０９８円

前年繰越額 ３５１，００９円

本年収入額 ４６，０８９円

２ 支 出 総 額 ８，２８０円

３ 翌 年 繰 越 額 ３８８，８１０円

４ 本年収入の内訳

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ４６，０００円

日本商工連盟 ４６，０００円

その他の収入 ８９円

１件１０万円未満のもの ８９円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ８，２８０円

事務所費 ８，２８０円

（訂正前）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会新居浜支部

報告年月日 Ｈ２４．３．２２

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

�愛媛県公営企業告示第１１号
愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成２７年４月愛媛県公営企業告示

第４号）の一部を次のように改正し、平成２７年１０月５日から施行する。

平成２７年１０月２日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２９条第

１項の規定により、口頭による開示請求をすることができる個人情

報を次のとおり定め、告示の日から施行する。

愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第

１項の規定により、口頭による開示請求をすることができる個人情

報を次のとおり定め、告示の日から施行する。

平成２７年１０月２日 発行
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